


Ⅰ 建築物の中長期保全計画

【参考】長野市公共施設等総合管理計画（Ｈ29.3策定）の長寿命化シュミレーション

※公共施設等総合管理計画においてもシュミレーションを行っています。
なお、対象施設については、Ｈ25策定の公共施設白書になります。
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中長期保全計画とは、計画的な予防保全を実施するため、建物の状況に応じた改修等

の実施内容、予定年度、概算額を建物部位ごとに設定し、保全費用の推計に利用する

ための計画



②-1中長期保全計画作成に当たっての前提条件
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①中長期保全計画の作成方法

総務省通知により、小規模施設を除く、現存する全施設（行政財産+普通財産）
を対象

2019年から2058年までの40年間に必要となる、建替え・改修費用を算出

用途・階数・外部の仕上げごとに単価を設定し、施設所管課が入力した情報を基
に、各施設の仕様や設備などから、公共施設ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ支援ｼｽﾃﾑにより、費用を
積算

大規模施設（新耐震施設で駐車場を除く床面積が5,000㎡以上の施設：オリン
ピック記念アリーナ等計14施設）は、業務委託等により詳細な中長期保全計画を
作成

目標使用年数を迎えた時点で、現状の床面積の２０％を縮減して建替える費用
を積算する。⇒各施設の諸要件は勘案せず、一律に積算する。

耐震補強工事などに併せて屋根の全面塗装または全面葺替え工事を実施した
建物は、目標使用年数を経過し、かつ改修工事から20年が経過したものを建替
える計画とする。

規模の大きな建物でも、単年度での設計・工事として計画する。
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目標使用年数の
半分以下

＜長野市公共施設等総合管理計画の「長寿命化基本方針」による＞

②-2中長期保全計画作成に当たっての前提条件
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③中長期保全計画

資料１－２ 「中長期保全計画（2019年度～2058年度）」をご覧ください



Ⅱ 公共施設等総合管理基金

将来の公共施設（建物）の保全、更新を計画的に進めていくための財源に充てるための特定目的基金

◇再編再配置を前提としない不足額を目標に積み立てることはしない。
◇中長期保全計画（Ｈ30）による将来推計を基に、基金活用方法を検討する。
◇公共施設等総合管理基金への新たな積立財源を検討する。

① 試算に当たっての前提条件
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 基金は、公用又は公共用に供するとされた「行政財産」の 新耐震施設の長寿命化及び旧耐震
施設の建替費用に充てることを前提とし、中長期保全計画から「行政財産」分を抽出して、試算
する。

 普通建設事業費の実績（過去５年平均事業費57.3億円＊、一般財源35.5億円）には、老朽化
施設の建替え費用のほか、事後保全等施設の維持改修費用（平成28年度決算事業費38.6億
円、一般財源20.7億円）が含まれている。

 事業費の平準化を図るため、公共施設等適正管理推進事業債等の市債を活用しているが、
将来負担である公債費（元利償還金）は事業費に含んでいない

 旧耐震施設は、全ての施設において、公共施設等総合管理計画における「非木造50年」で更新
時期を見込むとともに、現状面積の８割で建替える条件で試算した

＊普通建設事業費の過去５年平均は、各年度の普通建設事業費から、インフラ経費、建設事業費
補助 金、用地取得費及び支弁人件費を除いたものである
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行政財産の長寿命化・建替費用推計

資料１－３ 「行政財産の長寿命化・建替費用推計（2019年度～2058年度）」をご覧ください
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新耐震施設（1981年以降） → 長寿命化

•事業費の90％は「公共施設等適正管理推進事業債」を活用（残りは一財）

旧耐震・木造施設 → 建替

•既存施設面積の80％の規模で建替
•一般財源は、平成24～28年度の過去実績比率で算出（下表適用）

事業費 国県支出金 市債 一般財源等

補助事業 100 72.0 7.3 20.7
単独事業 100 1.6 20.2 78.2
全体 100 11.7 18.3 70.0

建築物普通建設事業費の財源比率（平成24～28年度決算平均）

旧耐震・木造施設の建替に当たっては、
補助事業を最大限取り込むことを前提と
している。

本推計では、全ての施設を建替えること
として過去の実績から財源を見込んだ。

市債発行推計・市負担額

2019～2038年度分 発行推計額
右のうち交付税算入分
を除く市負担額

公共施設等適正管理推進事業債 1,184.1億円 793.4億円
旧耐震・木造施設の財源となる市債 147.6億円 131.8億円

合計 1,331.7億円 925.2億円

② 試算における財源の考え方
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今後40年間の事業費計 3,946.4億円
うち一般財源 967.2億円

年度

2029年度から2038年度の10年間における事業費のうち、一般財源分 486.6億円・・・Ａ
平成23年度から28年度までの普通建設事業費のうち、年平均一般財源 35.5億円・・・Ｂ

→ Ｂ×10年＝355.3億円・・・Ｂ‘
⇒平均一般財源を上回る事業費（一財分）Ａ－Ｂ‘＝131.3億円・・・Ｃ

１ 必要経費の考え方

※大規模プロジェクト事業除く※大規模プロジェクト事業除く

行政財産の長寿命化・建替費用の今後40年間における
10年毎の事業費及び一般財源見込

③ 基金活用の考え方と今後のマネジメントの方向性
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2038年度までの当面20年間の対応（新耐震施設の長寿命化とともに、旧耐震施設の建替え需要
が多額になる）が必要
→財政状況を勘案しながら
 2028年度までは原則「普通財産貸付料」及び「普通財産売払収入」を積立て
 2029年度から2038年度までは、積立てを継続しつつ、新耐震施設の長寿命化及び旧耐震施
設の建替費用へ基金を充当する

３ 基金活用方針

公共施設等総合管理基金 H30年度末現在高 25億円・・・① （市開発公社寄付7億円除く）

市有財産の処分、利活用に係る収入で、予算において歳出事業の財源となっていない「普通財産

貸付料」及び「普通財産売払収入」を積立て 1.5億円（年平均）×20年間＝30億円・・・②
⇒2038年度までの基金合計 ①＋②＝55億円・・・③

２ 基金積立財源及び積立見込み額

 事業費の６割（2019-2038間）を占める旧耐震施設の統廃合を進める必要
 PPP／PFIの活用による一般財源の負担の軽減や平準化が必要
 新耐震施設の有効活用も

４ マネジメントの方向性

 年平均一般財源を上回る部分を基金で補っても2038年度までに76.3億円の不足（Ｃ－③）
 長寿命化・建替事業のための市債発行額合計（≒将来世代の負担額）は2038年度には

1,331.7億円
 本推計以外に、事後保全に係る事業費や長寿命化・建替に伴う財源として市債の償還に
係る費用が必要
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百万円 公共施設（建築物）の長寿命化・建替等における市債の状況
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【参考試算】
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（平成30年3月公表「長野市財政推計」）

2018 2019 2020 2021 2022 2023 2024 2025 2026 2027

2018 2019 2020 2021 2022 2023 2024 2025 2026 2027

＋378

＋40

財政課が平成30年度当初予算ベースで作成した財政推計に今回の推計を重ねると・・・
2027年の市債残高は、378億円増加し、1,617億円
2027年の公債費は、40億円増加し、174億円
※増加額は「ハコモノ」の長寿命化・更新分のみであり、インフラ投資、文化財保存整備等
は含まないものである。

【参考試算】


